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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

オートメーションシステムへの投資に対する法人所得税の追加控除に

関する規定、基準及び条件 

2023 年 11 月 14 日付の所得税に関するタイ国歳入局長官通達 （第 439 

号）は、2022 年 3 月 21 日付の所得税に関するタイ国歳入局長官通達 

（第 421 号）を改正するために発行されたものであり、オートメーショ 

ンシステムへの投資に対する企業又はパートナーシップの 法人税追加

控除に関する規則、基準、及び条件を規定している。法人所得税の追

加控除は、2023年8月13日付勅令（第776号）に基づき、2023年1月1日

から2025年12月31日までの期間に拡大されたが、新通達（第439号）に

基づき、2022年12月31日までに取得され、使用準備が整った投資に関

連する一定の規定も含まれる。 

 

勅令第439号は、2021年1月1日から2025年12月31日の間に締結された契

約書、発注書、請負工事発注書、又はその他類似の契約書において合

意されたオートメーションシステムへの投資（ただし、当該資産を現

状維持するための修繕費は除く）のために支出された金額について、

100％（すなわち合計200％）の追加控除を行うための規則、基準、及

び条件を規定した。追加控除を希望する企業又はパートナーシップ

は、歳入局長官が定める書式にて、支払計画を含むオートメーション

システムに対する投資プロジェクト計画を作成し、歳入局のオンライ

ンポータルを通じて以下の期限までに提出しなければなりません。 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/th/Documents/tax/th-tax-newsletter-Dec2023-en.pdf
https://www2.deloitte.com/th/en.html


 

• 2022年12月31日までに取得し、使用する準備が整った機械設備又は

コンピューター・プログラムに投資した企業又はパートナーシップ

については、2024年12月31日までに計画を提出しなければならな

い。 

• さらに2023年1月1日から2025年12月31日までの間に取得され、使用

される予定の機械設備又はコンピューター・プログラムに投資する

企業又はパートナーシップについては、2026年5月31日までに計画

を提出しなければならない。 

 
 

高度技能者の雇用に要した費用に対する法人所得税の追加控除に関す

る規定、基準及び条件 

2023年 11月 14日付の所得税に関するタイ国歳入局長官通達（No.440）

に基づき、企業又は法人組合が特定の高度技能人材に対して負担した

給与費用（従業員 1 人当たり月額 10 万バーツを上限とする）に対し

て、法人所得税の 50％（つまり合計 150％）の追加控除を行うための規

則、基準、及び条件が定められています。法人税の追加控除は、2023

年 8月 13日付の勅令（第 777号）に基づき、2025年 12月 31日まで延

長されました。この追加控除は、科学、技術、工学、数学の分野で高

度な技能を有し、タイ国立高等教育・科学・研究・イノベーション政

策審議会の認定を受けた、対象業種に従事する人材の給与費用に適用

されます。 

 

給与費用は、勅令第 777号に従い、2023 年 1 月 1 日から 2025 年 12 月

31 日までに締結される雇用契約、又はこの期間に制定される他の関連

勅令で規定される期間内に発生するものでなければなりません。 

 

通達に基づく追加控除を申請する会社及び法人組合は、歳入局長官が

定める書式で報告書を作成し、その報告書及び報告書を証明する書類

を事業所に備え置き、税務調査官が閲覧できるようにしておかなけれ

ばなりません。 

 

従業員の能力開発のために支出した費用に対する法人所得税の追加控

除に関する規定、基準及び条件 

2023年11月14日付の所得税に関するタイ国歳入局長官通達（No.441）

に基づき、企業又はパートナーシップが従業員を研修コースに参加さ

せるため、又は科学、技術、工学、数学の分野における従業員研修プ

ログラムを提供するために発生した費用について、150％の法人所得税

の追加控除（すなわち合計250％の控除）を享受するための規則、基

準、及び条件が規定されている。この法人税の追加控除は、2023年8月

13日付の勅令（No.778）に基づき、2025年12月31日まで延長された。

このような研修は、タイ国立高等教育・科学・研究・イノベーション

政策審議会、タイ東部経済回廊（Thai Eastern Economic Corridor：EEC）

委員会、タイ・デジタル経済振興庁、タイ・センター・オブ・ロボテ

ィクス・エクセレンス（Thai Center of Robotics Excellence：CoRE）理事会



の承認を得なければならない。このような費用は2023年1月1日から

2025年12月31日までに発生し、さらにこのような研修は2025年12月31

日までに開始され、企業またはパートナーシップの事業に利益をもた

らす目的で実施されなければならないと規定されている。 

 

2024 年 1 月 1 日以前に発生し、2024 年課税年度からタイに持ち込まれ

た過年度の外国源泉所得の取扱いに関するガイダンスの更新 

2023年 11月 20日、タイ国歳入局は、 2023年 9月 15日付指示 No. 

162/2566」（以下「Paw.162」）は、2023年9月15日付で、タイ国税法

典（TRC）第40条に基づき、国外での地位、国外での事業、国外に所在

する財産（TRC第41条第2項に概説されている）から前課税年度におい

て発生し、2024年の課税年度（すなわち2024暦年）又はそれ以降の課

税年度にタイに持ち込まれた評価対象所得に対する個人所得税の取扱

いについて、税務官に対する査察のガイダンス、及びタイに居住する

個人に対するガイダンスを提供するものである。これは、タイ国税庁

（Thai Revenue Department ：以下「TRD」）が発表した教令No. 161/2566

（以下「Paw.161」）が2023年9月に発表され、2024年1月1日以降にタ

イに持ち込まれる評価対象所得は、タイに持ち込まれた年にタイの個

人所得税の課税対象となることが示されました。Paw.161以前は、外国

源泉所得は一般に、その所得が発生した年にタイに持ち込まれた場合

にのみ個人所得税の課税対象とされていました）。Paw.162に基づき

162条は、161条第1項に第2項を追加したものです。162条は、161条第1

項の第2項として追加項を導入し、「第1項は、2024年1月1日以前に発

生した国外源泉所得には適用されない」ことを明確にしています。 

 

FATCA国際データ交換サービスを通じたデータ交換に関する規定及び手

続 

2023 年 11 月 22 日、タイ国歳入局長官は、国際税務コンプライアンス

の向上と米国外国口座税務コンプライアンス法（US Foreign Account Tax 

Compliance Act：以下「FATCA」）に関連する手続の実施のため、2016

年にタイと米国の間で締結された政府間協定に記載された情報交換に

使用する国際データ交換サービス（International Data Exchange Service：

以下「IDES」）を通じた必要情報の提出に関する規則と手続を規定した

通達を発表した。2014年から 2022年までに報告義務のある情報を入手

した報告当事者は、2024年 6月 30日までにその情報を提出しなければ

ならず、2022 年以降に入手した報告義務のある情報は、情報を入手し

た年の翌年 6 月 30 日までに提出しなければなりません（担当官庁への

情報収集・報告に関する省令による）。 

 

本通知に規定される規則及び手続には、報告当事者は、歳入局 のウェ

ブサイトを通じて、FATCA 登録システムを通じてグローバル仲介者識別

番号（Global Intermediary Identification Number：GIIN）を申請し、認証

局が発行したデジタル証明書を提供し、歳入局のウェブサイトを通じ

て IDES システムに登録することが求められます。報告当事者は、米国

の報告対象口座に関する情報及び報告当事者に関する情報（口座名義



人及び支配者（もしあれば）の氏名、住所、米国連邦納税者番号（US 

Federal Taxpayer Identification Number：US TIN）、口座番号、又は口座番

号が入手できない場合に代替と認められる書類など）を準備しなけれ

ばなりません。必要な情報は、IDES システムの FATCA XML スキーマに

従い、XML形式で提出しなければなりません。適用される規則及び手続

に関する詳細は、TRD事務局長からの通知に掲載されています。 

 

FATCA遵守状況確認のための申請書 

2023 年 11 月 22 日、タイ国歳入局長官は、国際的な税務コンプライア

ンスを改善し、米国 FATCA に関連する手続を実施するため、2016 年に

タイと米国の間で署名された政府間協定（ Intergovernmental 

Agreement：IGA）を実施するために発行された「国際的な税務コンプ

ライアンスを改善し、FATCAを実施するためのアメリカ合衆国政府とタ

イ王国政府との間の協定に関する法律」BE 2560（2017 年）に基づき、

FATCAの遵守に関するステータスの検証を希望する企業向けの申請フォ

ーム（すなわち、政府間協定 の下で要求される特定の情報の報告義務

の対象であるかどうかの検証を要求するためのもの）を提供する通達

を発表しました。関連する書式は、米国 FATCAへの準拠に関する地位確

認書の申請及びその発行に関する省令の第 2項及び第 5項最終段落に規

定されており、申請書は、企業の電子申告登録時に生成されたユーザ

ー名とパスワードを使用して、TRDのウェブサイトを通じて提出する必

要があります。 

 

米国 FATCAへの準拠状況に関する確認書の要請は、歳入局からの確認メ

ッセージを受信した後に行うことができます。 
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